




































歳出規模及び性質別構成比

※折れ線グラフは、平成27年度を基準とした伸び率を表しています。

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度

義務的経費 18,252,953 19,062,316 19,846,395 20,286,942 21,262,290
人 件 費 5,908,791 6,021,446 6,081,001 6,163,736 6,109,410
扶 助 費 9,603,281 10,368,735 11,084,780 11,619,793 12,777,755
公 債 費 2,740,881 2,672,135 2,680,614 2,503,413 2,375,125

投資的経費 2,827,445 3,773,311 2,628,882 6,537,321 4,642,017
その他の経費 17,461,808 17,383,362 17,616,915 18,736,908 18,855,993
歳出決算額 38,542,206 40,218,989 40,092,192 45,561,171 44,760,300
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－　15　－















































































































































































































































１　第１号被保険者

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

合 計

２　要介護（要支援）認定者
（１）　年齢別　要介護（要支援）認定者数

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

小 計

４ ０ ～ ６ ４ 歳

合 計

（２）　要介護度別　要介護（要支援）認定者数

要 支 援 １

要 支 援 ２

要 介 護 １

要 介 護 ２

要 介 護 ３

要 介 護 ４

要 介 護 ５

合 計

447 459 520 502 526

4,954 5,086 5,286 5,360 5,364

538 527 583 570 562

527 515 522 585 579

1,175 1,150 1,180 1,281 1,258

677 788 829 804 798

935 981 988 933 959

655 666 664 685 682

2･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末

28･3･31現在 29･3･31現在 30･3･31現在 31･3･31現在

109 106 124 104 103

4,954 5,086 5,286 5,360 5,364

4,330 4,466 4,645 4,743 4,775

4,845 4,980 5,162 5,256 5,261

人 人 人 人 人

515 514 517 513 486

令和元年度末

28･3･31現在 29･3･31現在 30･3･31現在 31･3･31現在 2･3･31現在

24,794 25,275 25,650 26,045 26,277

区 分
平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末

12,338 12,427 12,511 12,509 12,589

12,456 12,848 13,139 13,536 13,688

2･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末

28･3･31現在 29･3･31現在 30･3･31現在 31･3･31現在

－　134　－















































 

                － 157 － 

令和元年度小金井市後期高齢者医療特別会計決算概要 

 

 後期高齢者医療制度は、高齢者医療費が増大する中、現役世代と高齢者世代の負担

を明確化し、公平でわかりやすく将来にわたって持続可能な医療制度とするために、

老人保健制度に代わり平成２０年度から運営されています。 

 後期高齢者医療制度の財源構成は、医療費の患者負担分を除き、公費（５割）及び

現役世代からの支援金（４割）のほか、被保険者からの保険料（１割）から成ってい

ます。このうち公費負担については、老人保健制度と同様に、国・都・市区町村が４

対１対１の割合で負担しています。 

 令和元年度末の本市における被保険者数は、１万３，１４８人で、前年度対比 ０．

９％、１２１人の増となりました。 

 予算規模は、当初予算２６億７，８８４万 1千円に２回の補正予算で４４４万４千

円を減額し、総額２６億７，４３９万７千円となりました。これに対する決算額は、

歳入総額が２６億５，１９５万４千円で、前年度対比２．９％の増、歳出総額が２６

億２，８５４万４千円で、前年度対比２．８％の増となりました。形式収支は２，３

４１万円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額となりました。 

  

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

①  後期高齢者医療保険料は１４億７，３４９万５千円で、前年度対比１．８％の増

となりました。収入率（純収入額ベース）は９８．１％となりました。徴収方法

別では現年度賦課分の特別徴収の収入率が１００％、同じく普通徴収が９８.４％、

また滞納繰越分の収入率が３０．３％となっています。 

②  繰入金は１０億７，５４８万円で、前年度対比４．０％の増となりました。 

③  諸収入は８，１２４万４千円で、前年度対比０．７％の増となりました。 

 

歳出の主な内容は、次のとおりです。 

①  総務費は主に事業運営や保険料賦課徴収に要する事務費で、５１０万６千円、

前年度対比５２．６％の減となっています。 

②  保険給付費は３，２０５万円で、前年度対比６．５％の増となっています。内

容は全て葬祭費で、市から直接支給しています。 

③  広域連合納付金は２５億１，４８１万２千円で、前年度対比３．０％の増とな

りました。 
















































